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  報道関係者 各位 
   

愛媛県における平成27年（１月～12月）の労働災害発生状況（確定） 

－死傷者数は1,405人で、統計が残る昭和33年以降で過去最少－ 

－死亡者は16人と前年より６人増加－ 

 

平成27年に愛媛県で発生した労働災害の発生状況の概要 

１．死傷者 

① 全産業における死傷者数は、1,405人で前年よりも75人（5.1％）減少。 

② 業種別では、建設業が196人で15人（8.3％）増加。製造業が416人で65人（13.5％）

減少。特に食料品製造業が111人で27人（19.6％）減少。 

③ 第三次産業全体では、509人で10人（1.9％）減少。第三次産業のうち、小売業が142人

で１人（0.7%）減少、社会福祉施設が94人で同数、飲食店が41人で８人（24.2％）増加。 

④ 事故の型別では、全産業での死傷者数に占める割合は、墜落・転落災害が 20.４％、転倒

災害が19.４％、次いで、はさまれ等が15.5％と、三つの災害で全体の55.3％を占める。 

２．死亡者 

① 死亡者数は16人で、前年より６人増加。 

② 業種別では、建設業が５人と最も多く３人増加、製造業が４人で２人増加、第三次産業の

うち商業が３人で３人増加、道路貨物運送業が１人で２人減少。 

③ 事故の型別では、多いものから交通労働災害が５人、墜落災害が４人。 

３．今後の労働災害防止対策の推進 

 愛媛労働局では、第 12次労働災害防止計画（５か年計画の４年目）として、以下により、

積極的な監督指導、周知啓発等に取り組む方針。 

① 平成28年の数値目標 

・死亡者数を９人以下とする 

・死傷者数を３％減少（対前年比）させる 

② 重点対策 

・全産業における交通労働災害防止対策 

・製造業におけるはさまれによる労働災害防止対策 

・建設業における墜落による労働災害防止対策 

   ・道路貨物運送業における荷役作業時の労働災害防止対策 

   ・第三次産業を中心とした「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」による転倒災害防止対策 

 

１ 平成27年の死傷災害 

(1) 死傷者数の推移 

愛媛県下の労働災害による全産業の休業４日以上の死傷者数は、昭和 50年代には
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5,000人台で推移していましたが、その後長期的に減少傾向にあり、平成21年に過去最

少の1,440人となった後、平成22年以降1,500人台で推移し、平成25年は過去２番目

に低くなりました。 

平成27年の死傷者数は1,405人で前年同期比75人（5.1％）減少し、統計が残る昭和

33年以降で過去最少となりました。 

また、平成24年同期の1,560人と比べ155人（9.9％）減少し、第12次労働災害防止

計画の３年目である平成 27年の目標である平成 24年比９％以上の減少を達成していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 休業４日以上の労働災害が発生した事業場から後日提出される報告によって死傷者数を集計して
いるため、速報値と確定値に差が生じます。 
なお、確定値は翌年の３月末までに提出された報告及び当年中に被災し、翌年の３月末までに死

亡した場合なども集計しています。 
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(2) 主な業種別の発生状況 

製造業では前年から65人減少し416人（全産業に占める比率は29.6％、以下同じ。）で最も多

く、次いで前年から15人増加した建設業が196人（14.0％）で、この２業種で全体の半数近く

（43.6％）を占めています。製造業・建設業以外の主な業種の増減を見ると、林業、道路貨物運

送業及び小売業では減少したが、飲食店では増加し、社会福祉施設は同数となっています。 

■業種別の死傷者数■            （人） 

 平成27年 平成26年 増減数 増減率（％） 

製造業 416 481 -65 -13.5% 

建設業 196 181 ＋15 ＋8.3% 

道路貨物運送業 152 156 －4 －2.6% 

林業 29 48 －19 －39.6% 

商業 185 175 ＋10 ＋5.7% 

 うち小売業 142 143 －1 －0.7% 

保健衛生業 124 138 －14 －10.1% 

 うち社会福祉施設 94 94 ±0 ±0% 

接客娯楽業 67 64 ＋3 ＋4.7% 

 うち飲食店 41 33 ＋8 ＋24.2% 

上記以外 236 237 －1 －0.4% 

全産業計 1,405 1,480 －75 －5.1% 

 

(3) 事故の型別発生状況 

事故の型別にみると、「墜落・転落」災害が287人（20.4％）で最も多く、次いで、「転倒」災

害が272人（19.4％）、「はさまれ・巻き込まれ」災害が218人（15.5％）となっています。 

製造業では、「はさまれ・巻き込まれ」災害が約３割を占め、建設業及び道路貨物運送業では

「墜落・転落」災害が約４割を占めています。 

また、小売業、社会福祉施設、飲食店では「転倒」災害が約３割を占めています。 

■事故の型別死傷災害発生状況（平成27年）■   (数字は死傷者数) 

業種 １位 ２位 ３位 

製造業（416人） はさまれ・巻き込まれ 129 飛来・落下 63 転倒 60 

建設業（196人） 墜落・転落 77 
はさまれ・巻き込まれ 18 

－ 
切れ・こすれ 18 

道路貨物運送業 

（152人） 
墜落・転落 58 動作の反動・無理な動作26 はさまれ・巻き込まれ 20 

林業（29人） 飛来・落下 9 
激突され 6 

－ 
切れ・こすれ 6 

小売業（142人） 転倒 48 交通事故 21 墜落・転落 17 

社会福祉施設 

（94人） 
転倒 35 動作の反動・無理な動作 33 交通事故7 

飲食店（41人） 転倒 14 切れ・こすれ 13 高温・低温の物との接触 6 

全産業（1,405人） 墜落・転落 287 転倒 272 はさまれ・巻き込まれ 218 
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(4) 起因物別発生状況 

起因物別に集計すると、「仮設物・建築物・構築物」（足場、通路、階段など）が最も多く340

人（24.2％）、次いで、「動力運搬機」（トラックなど）が172人（12.2％）、「用具」128人（9.1％）

の順となっています。 

■起因物別死傷災害発生状況（平成27年）■   (数字は死傷者数) 

業種 １位 ２位 ３位 

製造業（416人） 仮設物・建築物・構築物 80 材料 54 一般動力機械 52 

建設業（196人） 仮設物・建築物・構築物 62 用具 27 材料 21 

道路貨物運送業 

（152人） 
動力運搬機 80 荷 23 仮設物・建築物・構築物 13 

林業（29人） 環境等 18 木材加工用機械 5 動力運搬機 2 

小売業（142人） 仮設物・建築物・構築物 50 乗物 20 荷  16 

社会福祉施設 

（94人） 
仮設物・建築物・構築物 29 その他の起因物 22 起因物なし 18 

飲食店（41人） 仮設物・建築物・構築物 13 人力機械工具等 7 用具 5 

全産業（1,405人） 仮設物・建築物・構築物 340 動力運搬機 172 用具 128 

 

 

２ 平成27年の死亡災害 

(1) 死亡者数の推移 

県下の死亡者数は、昭和45年の97人を最多に、その後、減少に転じ、平成21年以降は20人

未満で推移しており、平成26年には過去最少の10人となりましたが、６人増加し、16人となり

ました。 
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(2) 業種別の死亡災害発生状況 

建設業が５人（全産業に占める比率は31.3％、以下同じ。）と最も多く、製造業が４人

（25.0％）、商業が３人（18.8％）となりました。 

建設業及び商業が３人ずつ、製造業が２人増加しましたが、道路貨物運送業が２人減

少しました。 

■業種別の死亡者数■          （人） 

 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 

製造業 ７ ５ ４ ５ ５ ２ ４ 

建設業 ３ ６ ３ ４ ３ ２ ５ 

道路貨物運送業 ０ ２ ０ ２ ０ ３ １ 

林業 ２ ２ ２ ３ ０ ０ ０ 

商業 ３ １ ３ ２ ２ ０ ３ 

上記以外 ０ ３ ２ ０ ３ ３ ３ 

全産業 15 19 14 16 13 10 16 

 

 

(3) 事故の型別の死亡災害発生状況 

「交通事故」災害が５人（31.3％）と最も多く、次いで「墜落・転落」災害が４人（25.0％）、

「崩壊・倒壊」災害が２人（12.5％）などとなっています。 
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死傷者
休業８日以上

（33～47年）

河川工事現場で落石（33/1・9名死亡・三島）
※第１次災防計画（33/8）
※第１回建設事業ノーダン運動

ずい道内メタンガス爆発（36/12・8名負傷）
食料品工場で二硫化炭素蒸気爆発（37/7・7名死傷・松山）

ポリエチレン研究室内爆発（38/12･10名負傷・新居浜）
※第２次災防計画（38/4）

飛行機墜落（41/11・5名死亡・松山）

※第３次災防計画（43/4）

※労働安全衛生法施行（47/10）
油積船修繕中、ナフサ爆発（47/6・3名死亡・今治）
ミカン畑モノレール逆走（47/12・6名負傷・松山）
土砂崩壊（48/2・3名死亡・松山）
※第４次災防計画（48/4）
廃油処理船修理中、爆発（48/11・6名死傷・今治）
橋梁型枠支保工倒壊（50/2・8名負傷・八幡浜）
油水分離タンク爆発（50/8・7名死亡・今治）
製紙工場地下槽で酸欠（51/3・9名死傷・三島）

艤装中の冷凍船火災（53/12・11名死傷・今治）

貨物船内塗装中、トルエン中毒（54/9・被災7名・今治）

※第５次災防計画（53/4）

船積運搬機解体中に部品落下（54/1・3名死亡）

タンカー燃料タンク爆発（57/4・5名死傷・今治）
ずい道工事中ガス突出爆発（57/9・6名負傷・松山）
※第６次災防計画（58/4）
引込みクレーン転倒（59/12・9名死傷・今治）

※第７次災防計画（63/4）
ジブクレーン倒壊（63/12・8名死傷・八幡浜）
建設死亡災害ゼロ（平成元年・松山）
建設工事中ピット内で酸欠（2/10・5名被災・松山）

ヘリコプター墜落（3/9・3名死傷・松山）

貝採取中、サメに襲われる（4/3・1名死亡・松山）
※第８次災防計画（5/4）
支保工桁落下（5/5・3名死傷・今治）
溶媒回収ドラム爆発（5/7・4名死傷・新居浜）

製紙工場ピットで酸欠（8/8・3名死傷・伊予三島）

死傷 者
休業4日以上
（48年～）

死
亡
者
数

死
傷
者
数

工場の屋上陥没（45/3・177名負傷・新居浜）
死亡者過去最多
（製造業で大幅増加）

※第９次災防計画（10/4）
橋梁工事で架設桁落下（10/6・8名死傷(7名死亡）・今治）

化学工場廃水ピットで硫化水素中毒（12/7・3名死亡・今治）

愛媛の労働災害の推移（全産業） ：死傷者 ：死亡者

(注)  １ グラフの死傷者数は、労働者死傷病報告によるもので、昭和４８年から昭和６２年の間は労災給付データによる。

2重大災害の(）内は、発生年月、被災者数及び所轄労働基準監督署を示す。

※第10次労働災害防止計画（15/4）
化学工場でCOが漏出し、CO中毒(15/7・15名死傷・松山)

ケーブルクレーンの運搬設備から墜落(14/11・8名負傷・松山)

原油タンク内の清掃作業中に火災（18/１・７名死傷（５名死亡）・今治）

死亡者
過去最多

※第11次労働災害防止計画（20/4）

※第1２次労働災害防止計画（25/4）

死傷者数
過去最小 砕砂ビン内部作業中に砕砂崩壊（24/7・５名死傷（２名死亡）・松山）
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業  種  別 件数 増減率

(16) 1405(10)1480 -75 -5.1%

(4) 416(2) 481 -65 -13.5%

111 138 -27 -19.6%

13 13

6 2 +4 +200.0%

31 31

3 3

23 28 -5 -17.9%

25 31 -6 -19.4%

2 4 -2 -50.0%

13 11 +2 +18.2%

15 14 +1 +7.1%

(1) 11 14 -3 -21.4%

1 7 -6 -85.7%

50 51 -1 -2.0%

(1) 29 (1) 38 -9 -23.7%

2 8 -6 -75.0%

(1) 61 53 +8 +15.1%

(1) 2 +2

18 (1) 35 -17 -48.6%

9 (1) 13 -4 -30.8%

(5) 196(2) 181 +15 +8.3%

(3) 50 (1) 64 -14 -21.9%

(1) 104(1) 90 +14 +15.6%

(1) 24 21 +3 +14.3%

(1) 42 27 +15 +55.6%

15 18 -3 -16.7%

(1) 152(3) 156 -4 -2.6%

15 13 +2 +15.4%

10 7 +3 +42.9%

42 28 +14 +50.0%

29 48 -19 -39.6%

22 23 -1 -4.3%

(3) 185 175 +10 +5.7%

(2) 142 143 -1 -0.7%

14 21 -7 -33.3%

32 30 +2 +6.7%
4 7 -3
124 138 -14 -10.1%
94 94
67 64 +3 +4.7%
41 33 +8 +24.2%

(1) 51 (2) 45 +6 +13.3%
1 +1

(2) 31 39 -8 -20.5%

　※ （　）内は、死亡者数を表し内数。 7
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官 公 署

接 客 娯 楽 業

う ち 港 湾 運 送 業

全 産 業

局

２６年

建
設
業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

建 設 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

化 学 工 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 製 造 業

平成２７年　業種別労働災害発生状況

製
　
　
　
　
造
　
　
　
　
業

鉄 鋼 業

紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 繊 維 製 品

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

増  減 

２７年

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

確定

電 気 機 械 器 具 製 造 業

愛 媛 労 働 局

そ の 他 の 製 造 業
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新
居
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２
６
年

 
松
山

２
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年

製 　 　 　 　 　 　 造 　 　 　 　 　 　 業

２
６
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金
属
製
品
製
造
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一
般
機
械
器
具
製
造
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製造業, 416人, 
29.6%

第三次産業, 
509人, 36.2%

建設業, 196人, 
14.0%

道路貨物運送

業, 152人, 
10.8%

その他, 132人, 
9.4%

業種別死傷災害発生状況

墜落・転落,
287人, 20.4%

転倒, 272人, 
19.4%

はさまれ・巻き

込まれ, 218人, 
15.5%

動作の反動・無

理な動作, 130人, 
9.3%

飛来・落下, 
109人, 7.8%

切れ・こすれ, 
95人, 6.8%

交通事故, 92人, 
6.5%

激突され, 72人, 
5.1%

激突, 50, 3.6%

高温・低温の物

との接触, 32人, 
2.3%

倒壊・崩壊, 
26人, 1.9% その他, 22人, 

1.6%

事故の型別死傷災害発生状況（全産業）

平成 27年（１～12月）労働災害（休業４日以上）発生状況(確定) 
愛媛労働局 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

1,405人 
小売業：142人 
社会福祉施設：94人 
飲食店：41人 
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建築物等, 
340人, 24.2%

動力運搬機, 
172人, 12.2%

動力クレーン

等, 37人, 2.6%

用具, 128人, 
9.1%

材料, 108人, 
7.7%

乗物, 90人, 
6.4%

荷, 76人, 5.4%

一般動力機械, 
73人, 5.2%

人力機械工具, 
65人, 4.6%

環境等, 63人, 
4.5%

木材加工用機

械, 38人, 2.7%

その他, 215人, 
15.3%

起因物別死傷災害発生状況（全産業）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

月別死傷者災害発生状況（全産業） 

 
 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
平成26年 120 136 128 106 127 128 151 113 105 117 117 132
平成27年 98 115 117 115 123 129 115 118 111 115 127 122
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80

100

120

140

160

動力運搬機等：209人 
全体の 14.9％を占める 
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食料品製造業, 
111人, 26.7%

造船業, 61人, 
14.7%

金属製品製造業, 
50人, 12.0%

パルプ・紙・紙

加工品製造業, 48
人, 11.5%

木材・木製品製

造業, 31人, 7.5%

一般機械器具製

造業, 29人, 7.0%

その他の製造業, 
18人, 4.3%

鉄鋼業, 11人, 
2.6%

非鉄金属製造業, 
1人, 0.2%

そのほか, 56人, 
13.5%

製造業における死傷災害発生状況

はさまれ・巻

き込まれ, 
129人, 31.0%

飛来・落下, 
63人, 15.1%転倒, 60人, 

14.4%

墜落・転落, 
55人, 13.2%

切れ・こすれ, 
34人, 8.2%

激突され, 
19人, 4.6%

動作の反動・

無理な動作, 
17人, 4.1%

その他, 39人, 
9.4%

事故の型別死傷災害発生状況（製造業）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

416人 

416人 

食料品製造業：28人 
パルプ・紙、紙加工：23人 
金属製品製造業：15人 
木材・木製品製造業：12人 
造船業：11人 

造船業：19人 
金属製品製造業：12人 

肉・乳製品：25人 

水産食料：18人 

農業保存：5人 

パン・菓子：12人 

飲料：1人 

その他：50人 

食料品製造業：32人 

造船業：14人 
食料品製造業：10人 

食料品製造業：15人 
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建築物等, 80人, 
19.2%

一般動力機械, 
52人, 12.5%

材料, 54人, 
13.0%

動力運搬機, 
39人, 9.4%

用具, 41人, 
9.9%

金属加工用機械, 
27人, 6.5%

荷, 22人, 5.3%

木材加工用機械, 
19人, 4.6%

人力機械工具, 
21人, 5.0%

動力クレーン等, 
15人, 3.6%

その他, 46人, 
11.1%

起因物別死傷災害発生状況（製造業）

 

 
 

月別死傷者災害発生状況（製造業） 

 
 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
平成26年 38 58 40 28 48 44 48 41 33 26 36 41
平成27年 27 35 44 35 39 36 28 35 24 36 39 38

0
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20

30

40

50

60

70

416人 
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墜落・転落, 
77人, 39.3%

はさまれ・巻き

込まれ, 18人, 
9.2%

切れ・こすれ, 
18人, 9.2%

転倒, 17人, 
8.7%

飛来・落下, 
17人, 8.7%

激突され, 13人, 
6.6%

交通事故, 9人, 
4.6%

その他, 27人, 
13.8%

事故の型別死傷災害発生状況（建設業）

建築物等, 62人, 
31.6%

用具, 27人, 
13.8%

材料, 21人, 
10.7%

建設機械等, 
15人, 7.7%

環境等, 13人, 
6.6%

木材加工用機械, 
12人, 6.1%

動力運搬機, 
12人, 6.1%

動力クレーン等, 
9人, 4.6%

その他, 25人, 
12.8%

起因物別死傷災害発生状況（建設業）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

196人 

196人 
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墜落・転落, 
58人, 38.2%

動作の反動・無

理な動作, 26人, 
17.1%

はさまれ・巻き

込まれ, 20人, 
13.2%

転倒, 13人, 
8.6%

激突され, 9人, 
5.9%

交通事故, 8人, 
5.3%

その他, 18
人, 11.8%

事故の型別死傷災害発生状況（道路貨物運送業）

動力運搬機, 
80人, 52.6%

荷, 23人, 15.1%

建築物等, 13人, 
8.6%

材料, 9人, 5.9%

人力機械工具, 
5人, 3.3%

動力クレーン等, 
5人, 3.3%

用具, 3人, 2.0% その他, 14人, 
9.2%

起因物別死傷災害発生状況（道路貨物運送業）

 

 
 
 

 
 

トラック：63人 

152人 

152人 
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転倒, 157人, 
30.8%

動作の反動・

無理な動作, 
73人, 14.3%交通事故, 

70人, 13.8%

墜落・転落, 
69人, 13.6%

はさまれ・巻

き込まれ, 
34人, 6.7%

切れ・こすれ, 
28人, 5.5%

激突, 22人, 
4.3%

激突され, 
15人, 2.9%

高温・低温の

物との接触, 
13人, 2.6%

飛来・落下, 
11人, 2.2% その他, 17人, 

3.3%

事故の型別死傷災害発生状況（第三次産業）

商業, 52人, 
33.1%

保健衛生業, 
46人, 29.3%

接客娯楽業, 
21人, 13.4%

清掃・と畜業, 
16人, 10.2%

通信業, 8人, 
5.1%

金融広告業, 
4人, 2.5%

教育研究業, 
2人, 1.3% その他の事業, 

8, 5.1%

第三次産業における転倒による死傷災害発生状況

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

小売業：12人 
社会福祉施設：33人 

小売業：48人 
社会福祉施設：35人 
飲食店：14人 

509人 

509人 
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商業, 24人, 
34.3%

金融広告業, 
7人, 10.0%通信業, 

18人, 25.7%

保健衛生業, 
10人, 14.3%

接客娯楽業, 
3人, 4.3%

清掃・と畜

業, 3人, 
4.3%

その他の事

業, 5人, 
7.1%

第三次産業における交通死傷災害発生状況

 
 
 

製造業, 3人, 
3.3% 建設業, 9人, 

9.8%

道路貨物運

送業, 8人, 
8.7%

第三次産業, 
70人, 76.1%

その他, 2人, 
2.2%

業種別交通死傷災害発生状況（全産業）

92人 

70人 


